
第
４
回
理
事
会
を
１０
月
２４
日
、
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
防
止
に
係
る
対
策
を

徹
底
の
上
、
近
畿
税
理
士
会
館
に
お
い
て
開

催
し
た
。

【
議
決
事
項
】

１
�
会
費
免
除
申
請
者
に
対
す
る
免
除
承
認

の
件

会
費
免
除
取
扱
規
程
２
条
１
項
１
号
お
よ

び
３
号
に
基
づ
き
、
会
員
４
人
か
ら
の
令
和

４
年
度
会
費
の
免
除
申
請
に
つ
い
て
承
認
可

決
し
た
。

２
�
令
和
４
年
分
所
得
税
確
定
申
告
期
に
お

け
る
無
料
税
務
相
談
に
関
す
る
実
施
要
領

承
認
の
件

３
�
令
和
４
年
分
所
得
税
確
定
申
告
期
に
お

け
る
電
話
相
談
に
関
す
る
実
施
要
領
承
認

の
件

大
阪
国
税
局
か
ら
の
業
務
調
達
が
見
込
ま

れ
る
令
和
４
年
度
分
所
得
税
確
定
申
告
期
の

地
区
相
談
会
場
等
お
よ
び
確
定
申
告
コ
ー
ル

セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
税
理
士
業
務
委
託
に
つ

い
て
、
本
会
が
当
該
業
務
を
受
託
し
た
場
合

に
備
え
、
各
実
施
要
領
を
承
認
可
決
し
た
。

地
区
相
談
会
場
等
に
つ
い
て
、
本
会
は
大

阪
国
税
局
に
対
し
、
昨
年
度
と
同
様
、
会
員

の
安
全
確
保
の
た
め
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
の
感
染
拡
大
防
止
策
、
こ
れ
ま
で
の
運
営

方
法
等
の
実
績
も
踏
ま
え
た
上
で
の
実
施
に

向
け
た
要
望
を
行
っ
て
い
る
。

昨
年
度
か
ら
の
変
更
点
と
し
て
、
相
談
会

の
効
率
的
な
運
営
お
よ
び
感
染
症
の
拡
大
防

止
の
観
点
か
ら
、
支
部
・
税
務
署
間
で
協
議

等
が
整
っ
た
と
き
に
は
、
税
理
士
事
務
所
か

ら
ウ
ェ
ブ
会
議
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
た
「
オ

ン
ラ
イ
ン
相
談
」（
堺
・
吹
田
署
管
内
の
各

相
談
会
場
に
て
昨
年
度
試
行
）
を
実
施
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。
な
お
、
同
施
策
の
実
施

趣
旨
や
運
営
、
留
意
事
項
等
を
示
し
た
説
明

書
を
本
紙
１２
月
号
に
同
封
す
る
の
で
、
参
照

さ
れ
た
い
。

ま
た
、
確
定
申
告
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
に
つ

い
て
は
、
令
和
５
年
１
月
２７
日
か
ら
令
和
５

年
３
月
１５
日
ま
で
の
間
、
実
施
す

る
予
定
で
あ
る
。
本
年
度
は
、
京

都
会
場
を
「
京
都
税
理
士
会
館
」

に
変
更
し
、
大
阪
会
場
（
近
畿
税

理
士
会
館
）
と
神
戸
会
場
（
神
戸

税
協
会
館
）
と
合
せ
て
、
昨
年
度

に
引
き
続
き
３
会
場
に
分
け
る
こ

と
と
す
る
。

こ
れ
ら
の
事
業
は
、
税
務
相
談

を
通
じ
て
、
税
理
士
の
社
会
公
共

的
使
命
を
達
成
し
、
納
税
者
の
利

便
に
資
す
る
こ
と
に
よ
り
、
社
会

貢
献
を
行
う
こ
と
で
、
税
理
士
制

度
に
対
す
る
一
層
の
理
解
を
深

め
、
も
っ
て
税
務
の
専
門
家
と
し

て
の
有
用
性
を
周
知
す
る
こ
と
を

趣
旨
と
し
て
実
施
す
る
も
の
で
あ

る
。

３
�
令
和
４
年
度
の
協
議
派
遣
事

業
に
お
け
る
電
子
申
告
（
代
理

送
信
）
の
実
施
承
認
の
件

納
税
者
の
電
子
申
告
普
及
推
進

に
資
す
る
観
点
か
ら
、
令
和
４
年

分
所
得
税
確
定
申
告
期
に
お
け
る

税
務
支
援
の
協
議
派
遣
事
業
に
お
い
て
、
電

子
申
告
デ
ー
タ
の
作
成
お
よ
び
代
理
送
信
を

実
施
す
る
こ
と
を
承
認
可
決
し
た
。

当
該
業
務
を
実
施
す
る
場
合
、
次
年
度
以

降
は
、
納
税
者
自
ら
が
電
子
申
告
を
行
う
こ

と
が
で
き
る
よ
う
に
特
に
留
意
し
て
指
導
す

る
こ
と
と
な
る
。

【
報
告
事
項
】

�
令
和
４
年
分
「
確
定
申
告
コ
ー
ル
セ
ン
タ

ー
に
お
け
る
税
理
士
用
の
会
場
借
上
げ
」

へ
の
対
応
に
つ
い
て

大
阪
国
税
局
か
ら
令
和
４
年
分
「
確
定
申

告
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
税
理
士
用
の

会
場
借
上
げ
」
の
公
募
に
よ
る
調
達
が
公
示

さ
れ
た
こ
と
を
受
け
、
外
部
委
託
事
業
に
関

す
る
検
討
連
絡
会
議
の
議
を
経
て
、
本
会
が

「
近
畿
税
理
士
会
館
３
階
・
会
議
室
」を
使
用

会
場
と
し
て
申
込
み
を
行
っ
た
結
果
、
同
局

と
随
意
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

�
被
災
状
況
の
報
告
訓
練
の

実
施
に
つ
い
て

危
機
管
理
体
制
の
充
実
を

図
る
た
め
、「
防
災
の
日
」

に
際
し
て
、
災
害
対
策
本
部

に
お
け
る
会
員
等
の
被
災
状

況
等
の
集
約
な
ど
、
会
員
向

け
メ
ー
ル
配
信
を
活
用
し
た

被
災
状
況
の
報
告
訓
練
を
実

施
し
た
。

な
お
、
こ
の
メ
ー
ル
配
信

で
は
、
税
務
や
研
修
に
関
す

る
最
新
情
報
を
受
け
取
れ
る

た
め
、
ぜ
ひ
メ
ー
ル
ア
ド
レ

ス
を
登
録
さ
れ
た
い
（
登
録

方
法
等
の
詳
細
は
下
記
参

照
）。

�
中
間
監
査
の
実
施
に
つ
い

て

令
和
４
年
度
中
間
監
査
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡
大
防
止
の
観
点
か
ら
、

対
面
で
は
な
く
、
グ
ル
ー
プ
ウ
ェ
ア
ま
た
は

郵
送
等
で
資
料
を
提
示
し
、
必
要
に
応
じ
て

ウ
ェ
ブ
会
議
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
て
実
施
し

た
。な

お
、
１１
月
１５
日
に
は
、
本
会
役
員
と
常

任
監
事
と
の
同
監
査
に
係
る
意
見
交
換
会
が

予
定
さ
れ
て
い
る
。

�
令
和
４
年
度
「
税
を
考
え
る
週
間
」
参
加

行
事
（
税
務
相
談
）
の
実
施
に
つ
い
て

国
民
の
納
税
意
識
の
向
上
に
協
力
す
る
と

と
も
に
税
理
士
制
度
の
Ｐ
Ｒ
に
資
す
る
た

め
、
支
部
・
税
務
署
間
で
協
議
の
上
、
税
務

支
援
の
独
自
事
業
と
し
て
税
務
相
談
を
７
支

部
１０
会
場
で
実
施
す
る
。

�
日
税
連
会
務
報
告

�
今
後
の
主
要
会
議
等
日
程

◆
季
節
の
移
ろ
い
は
早
く
、
年
の

瀬
が
迫
ろ
う
と
し
て
い
る
。

◆
メ
ガ
バ
ン
ク
な
ど
一
部
の
金
融

機
関
の
窓
口
に
お
い
て
「
税
公
金

の
納
付
書
を
利
用
し
た
取
扱
い
が

取
止
め
」
と
な
っ
て
き
た
。
税
理

士
は
顧
問
先
の
納
付
書
作
成
を
担

っ
て
い
る
ケ
ー
ス
も
多
い
が
、
こ

の
金
融
機
関
の
流
れ
に
合
わ
せ
、

ダ
イ
レ
ク
ト
納
付
な
ど
窓
口
を
利

用
し
な
い
方
法
で
の
納
税
を
提
案

す
べ
き
状
況
で
あ
る
。

◆
ま
た
、
小
切
手
帳
も
一
部
で
は

５０
枚
綴
り
で
税
抜
１
万
円
程
度
要

す
る
。
自
分
の
口
座
か
ら
小
切
手

で
お
金
を
引
き
出
す
の
に
２
０
０

円
が
必
要
と
い
う
事
で
あ
る
。
今

や
口
座
管
理
も
ス
マ
ホ
と
な
り
、

当
座
預
金
口
座
の
必
要
性
を
考
え

ね
ば
な
ら
な
い
。
以
前
は
取
引
先

へ
の
支
払
い
は
、
小
切
手
で
行
わ

れ
る
事
が
大
半
で
あ
っ
た
が
、
今

や
銀
行
振
込
が
主
で
あ
る
。
先

日
、金
融
機
関
か
ら「
支
払
業
務
に

つ
い
て
Ｐ
Ｄ
Ｆ
や
Ｆ
Ａ
Ｘ
に
て
請

求
書
を
送
れ
ば
、
金
融
機
関
で
取

り
ま
と
め
て
振
込
み
を
行
い
、
そ

の
後
の
請
求
書
等
を
電
子
帳
簿
保

存
法
に
基
づ
き
保
管
す
る
サ
ー
ビ

ス
を
行
う
」旨
の
通
知
が
あ
っ
た
。

こ
う
な
る
と
口
座
デ
ー
タ
か
ら
フ

ィ
ン
テ
ッ
ク
を
利
用
し
た
会
計
処

理
も
な
お
加
速
す
る
。
帳
簿
作
成

の
み
を
仕
事
と
考
え
て
い
る
と
足

元
を
す
く
わ
れ
そ
う
で
あ
る
。

２
面

常
務
理
事
会
／
理
事
会

見
聞
記

３
面

主
潮

４
面

研
修
会
取
材
記
事

５
面

論
壇

６
面

書
面
添
付
の
す
ゝ
め

８
面

新
入
会
者

９
面

研
修
会
一
覧
（
１０
面
）

１２
面

中
学
生
の
「
税
に
つ
い

て
の
作
文
」（
１３
面
）

１４
面

近
税
サ
ロ
ン
／
澪
標

１６
面

裁
決
事
例

１７
面

厚
生
部
か
ら
の
健
康
ニ

ュ
ー
ス

１８
面

コ
ー
ヒ
ー
ブ
レ
イ
ク

１９
面

会
議
報
告
／
退
会
者

２０
面

こ
ん
に
ち
は
長
浜
支
部

で
す
／
紙
ひ
こ
う
き
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秋晴れの空の下 ミシガン（滋賀県大津市）
ミシガンは、１９８２年（昭和５７年）４月２９日に就航した、びわ湖の南

湖を周遊する外輪船です。滋賀県と友好姉妹都市である、アメリカ・

ミシガン州との国際親善を祈念して、ミシガンと命名されました。

撮影：小川 宗彦（大津）

１０月２７日現在のメールアドレス登録率は６８％で、
より一層の登録率アップを目指しています。
近い将来、支部経由を主とする会員への情報提供

から、本会から直接、種々の情報をこの登録メールア
ドレスを利用して提供し、会員の利便性向上や支部
の会務運営の効率化を図ります。今すぐ、会員専用
ホームページからメールアドレスを
登録してください。
（右掲QRコード読み取りでも可）
※認証画面でＩＤ「登録番号」およ
びパスワード「初期パスワードは
生年月日」を入力してください。
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総務部からのお知らせ

令
和
４
年
分
所
得
税
確
定
申
告
期
に
お
け
る

無
料
税
務
相
談
実
施
要
領
を
承
認

令
和
４
年
分
所
得
税
確
定
申
告
期
に
お
け
る

無
料
税
務
相
談
実
施
要
領
を
承
認

第
５
回　

理
事
会

第
５
回　

理
事
会
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１．原処分の維持が確定
令和４年４月１９日、最高裁判所第三小法廷は、実質的な租税負担の

公平に反する事情がある場合には、財産評価基本通達（以下「通達」
という。）が具体的に定める価額を超える価額をもって課税できる
（通達の総則６項（以下「総則６項」という。）が適用できる）旨の
判断を示した。
本件の一連の税務争訟は、札幌国税不服審判所、東京地裁、東京高

裁においていずれも棄却されていたところ、最高裁においても結論が
覆されることはなかった。

２．事案の概要
�高齢の被相続人が、相続開始の３年ほど前に、賃貸用不動産２物
件（Ａ物件は５億５，０００万円・Ｂ物件は８億３，７００万円）を、その購
入価額の過半を借入れ（Ａ物件は４億２，５００万円・Ｂ物件は６億
３，０００万円）によって取得した。（当該行為を「本件行為」とい
う。）
�９４歳で死亡した被相続人に係る相続税申告において、賃貸用不動
産については貸家建付地（貸家）の評価減を反映して通達評価額を
算定する（Ａ物件は１億３，３６６万円・Ｂ物件は２億４万円）ととも
に、相続開始時点の借入金を債務控除することにより、課税価格の
合計額は２，８２６万円（基礎控除額の範囲内）となった。なお、本件
行為をしなければ６億円を超えていた。
�賃貸用不動産２物件のうちＡ物件は、相続開始約９カ月後に５億
１，５００万円で譲渡していた。
�原処分庁は、自らが依頼して得た鑑定評価額（Ａ物件は５億１，９００
万円・Ｂ物件は７億５，４００万円）を基に、相続税（相続税の総額は
２億４，０４９万円）及び過少申告加算税の原処分をした。

３．判断の枠組み
（１）高裁までの判断
これまで、総則６項の適用の可否においては、通達の定める評価方

法によらないことが相当と認められる「特別の事情」、具体的には、
租税負担の実質的な公平を著しく害することが明らかである特別の事
情の有無を争点としており、本件の高裁までの判断についても、特別
の事情があるものとして原処分が維持されてきた。
（２）最高裁の判断

原処分認定額

客観的交換価値を
超えるか

通達に定める評価方法から離
脱する合理的な理由があるか

相続税法第22条違反
（客観的交換価値を超え
る部分取消し）

相続税法第22条違反
（客観的交換価値を超え
る部分取消し）

相続税法第22条違反
+平等原則違反（通達
評価額を超える部分
取消し）

通達に定める評価方法から離
脱する合理的な理由があるか

通達評価額を超えるか

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

通達評価額を超える

はい

はい

はい

適法
平等原則違反（通達評価
額を超える部分取消し）

最高裁判決は通達に総則６項の定めがあることについては触れてい
るが、通達に法的拘束力がないことを前提として、その判断の記載にお
いては総則６項の解釈及びその具体的な適用局面に係る記載はない。
しかし「特別の事情」という文言ではないが「合理的な理由」がある

場合には、原処分認定額が通達評価額を超えていても平等原則に違反
しないとし「実質的な租税負担の公平に反するというべき事情」があ
る場合には合理的な理由があるとした。その上で、本件においては、
・本件行為によって課税価格の合計額が６億円超から基礎控除範囲
内（相続税の総額は０円）となり相続税の負担は著しく軽減された

・相続税の負担を免れることを知り、かつ、これを期待して本件行
為を実行しており、租税負担の軽減をも意図していた

上記２点から、本件行為をせず、または、することのできない他の
納税者との間に看過し難い不均衡を生じさせ、実質的な租税負担の公
平に反するというべき事情がある、すなわち、通達に定める評価方法
から離脱する合理的な理由があるとして、原処分は平等原則に違反し

ないとした。
そして、原処分認定額（鑑定評価額）が客観的交換価値としての時

価であることについては既に確定しており、前掲のフローチャートを
直線的に貫く形で原処分の適法が認定された。

４．総則６項の適用局面
本件行為は特段複雑なスキームという程ではなく、不動産デベロッ

パーと金融機関が協調して遊休土地を保有する（相続税の発生が見込
まれる）資産家に企画提案してきたものであり、その提案に対してコ
メントを求められた税理士も多いことだろう。しかし、コメントを求
められたとしても、判断基準がなければ、通達評価額を上回る認定を
受ける可能性を占うことはできない。
本件は、最高裁判決を含めて４つの判断が示されたが、下記の各要

素（他にもあり得る）のうちのどれがどの程度の影響を与えるかにつ
いて、将来の納税者の予測可能性の視程を高めるような示唆が与えら
れたとは必ずしもいえないだろう。
（１）客観的交換価値と通達評価額とのかい離がどの程度を超えれば

許容し難いのか。
最高裁判決は「このこと（大きなかい離）をもって上記事情がある

ということはできない。」と説示しているところ、かい離そのものの
原因は納税者に帰すべきものではないという点でその判断は得心がい
くものであるが、納税者の行為によって敢えてかい離を作出すること
になれば、これも要素となり得るだろう。
（２）不動産の購入時期及び売却時期が相続開始時からどの程度近接

していれば許容し難いのか。
購入時期が相続開始時から近接するほど租税負担の軽減の意図が顕

在化するとともに、高齢の被相続人の判断能力に対する疑問が惹起さ
れる。本件は、２物件のうち１物件について相続開始後に譲渡してい
るが「相続開始直前は現金→相続開始時は不動産→相続開始直後は現
金」という時系列において、相続開始時の不動産を通達評価額に基づ
いて評価することが許容されるか（例えば、販売用不動産は通達１３３
項によって評価すべき）という疑問も生じる。
（３）不動産購入資金の調達源泉（自己資本か他人資本か）によって

判断に影響を与え得るのか。
調達源泉の如何にかかわらず、取得した資産の効用価値に影響を与

えることはない。
しかし、大方の資金を他人資本により調達することで、その賃貸用

不動産について通達評価額上の債務超過状態を作出し、これを他の財
産と相殺することによって課税価格を圧縮できれば、租税負担の軽減
の効果はより高まる。一方、従前から保有する現金や他の物件の譲渡
資金をもって取得した場合でも軽減の効果はあり得るが、債務超過状
態を作出しない点で、租税負担の軽減の意図としては相対的に希薄で
あろう。
（４）金融機関に「相続税対策」が共有されることが判断に影響を与

えるのか。
本件は、金融機関の内部資料である貸出稟議書に相続税対策のため

の融資であることが明記されていることを調査担当者が職権で明らか
にして、それが証拠として採用されている。
今後は、その賃貸用不動産の経済的耐用年数又はキャッシュ・フロ

ーによる償還年数のみならず、その債務者の平均余命をより意識した
融資姿勢に転換される可能性はある。
（５）相続開始直前に賃貸用不動産を取得するまで賃貸経営をしてい

なかった（相続開始直前に至って初めて賃貸経営に参入した）
ことが判断に影響を与えるのか。

相続開始の相当以前から不動産賃貸業を営んで、たまたま新たな賃
貸用不動産の取得が相続開始の直前であった場合と、高齢にして初め
て賃貸経営に参入した場合とで、取得の動機が同じであるとは言い難
い。生前における貸付事業の継続性は、租税負担の軽減の意図の認定
に影響を与え得るものだろう。
（６）課税価格の圧縮額（割合）が圧縮前の課税価格に比してどの程

度を超えれば許容し難いのか。
本件は、６億円を超えていた課税価格の合計額が基礎控除範囲内に

至ったという極端さが原処分に至らしめた可能性を否定できない。ど
の程度まで課税価格の圧縮を企図すれば総則６項の適用に至るのかの
目安については他の要素との兼ね合いもあるだろうが、納税者の意思
決定に影響を与える税理士の立場からすれば「否認されるのは余程極
端（やり過ぎ）なケースだけ」と割り切ることはとても難しい。

５．状況が変化していることの共有を
かねてより、資金の大方を借入で賄うことによる相続開始直前の賃

貸用不動産の取得については、相続開始直後に譲渡された事例を中心
に、通達評価額を否認して購入価額または鑑定評価額を相続税評価額
と認定する事例は存在していたが、本件の最高裁判決によって、総則
６項の適用可能性がより現実味を帯びてきたといえる。
本件行為は特段複雑なスキームという程ではないだけに、既に同様

の対策を実行済みの相続税申告予定者が多いだろうが、現時点で上記
の各要素をどれだけ満たすのか、賃貸用不動産を現時点で鑑定評価し
た場合にどの程度税額に影響があるのかなどの視点から再検討を試
み、対策を実施した当時に比して、総則６項の適用可能性が具体化し
ていることを納税者と共有することが望まれる。
殊に、既に同様の対策を実行済みの相続税申告予定者が多い状況下

では「今更どうすれば良いのか」といった不安を煽るだけの注意喚起に
止まるのではなく「相続開始後の譲渡を前提とせず賃貸収入によって
経営が継続できるか」の視点から検証し、状況によってはその内容を金
融機関と共有するなど、相続開始までに賃貸用不動産の長期保有を前
提とした事実関係の整備が可能か否かを意識する必要があるだろう。
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